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1 計画策定の趣旨 

    

津市では、平成１９年（２００７年）３月に「男女共同参画都市」を宣言し、同月に「津市男女

共同参画推進条例」を施行しました。その後、平成２０年（２００８年）に「津市男女共同参画基

本計画」を策定し、平成２５年（２０１３年）に「第２次津市男女共同参画基本計画」を、平成３０

年（２０１８年）に「第３次津市男女共同参画基本計画」（以下「第３次計画」という。）を策定し、

男女共同参画社会の実現に向け、施策の推進に取り組んできました。 

こうした取組の成果により、令和３年度実施の市民意識調査及び事業所調査の結果によ

ると、「男は仕事、女は家庭」という考え方に反対する割合が、賛成する割合を大きく上回る

など、男女共同参画推進への意識は高まってきています。しかし、普段の生活における役割

分担については、女性が家事・育児・介護を担っている割合が高く、また、家庭生活や職場、

政治・政策決定などの分野において男性優遇と思う市民が多いなど、依然として固定的な

性別役割分担意識が存在しています。 

さらに、少子高齢化に伴う人口減少や世帯状況の変化などの課題に加え、新型コロナウイ

ルス感染症拡大による危機など、社会情勢の大きな変化により、女性を取り巻く課題が顕

在化しました。依然として存在する固定的な性別役割分担意識や、社会情勢の変化の点から、

男女が共に自分らしい生き方を選択し、活躍することができる社会の実現に向けてしっかり

取り組むことが求められています。 

これまで推進してきた第３次計画の計画期間が令和４年（２０２２年）度に終了することか

ら、第３次計画の取組状況や社会情勢等から見えてきた課題を踏まえ、新たな視点を加えた

取組を示し、今後、５年間の男女共同参画社会づくりの方向性を定めるため、「第４次津市男

女共同参画基本計画」を策定します。 
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２ 計画の位置付け 

  

⑴ 位置付け 

本計画は、男女共同参画社会基本法の理念を踏まえた「津市男女共同参画推進条例（平成 

１９年条例第４号）」第８条に規定する基本的な計画です。 

法的には、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に規定する市町村男女共同参画計画

として位置付けられるものであり、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第６条

第２項に規定する本市における「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策について

の計画」（市町村推進計画）として位置付けます。 

また、国の「第５次男女共同参画基本計画」、三重県の「第３次三重県男女共同参画基本計画」

の内容を踏まえた計画です。 

 

⑵ 他計画との関係 

本計画は、津市総合計画を上位計画としており、総合計画の施策のうち、「男女共同参画の

推進」を具体的に推進する個別計画です。 

また、関係する以下の個別計画との整合性を図り、男女共同参画社会の実現に向けての施

策を位置付ける計画です。 

 

 

  

津市総合計画 

第４次津市男女 

共同参画基本計画 

・津市教育振興ビジョン 

・津市人権教育基本方針 

・津市人権施策基本方針 

・第２期津市子ども・子育て支

援事業計画 

・津市特定事業主行動計画            

など 

第３次三重県男女 

共同参画基本計画 

第５次男女共同参画

基本計画（国） 
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３ 計画の期間 

 

令和５年（２０２３年）度から令和９年（２０２７年）度の５年間です。 

ただし、社会情勢の変化などにより、必要に応じて見直しを行います。 
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第２章                

男女共同参画を取り巻く現状認識 
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1 日本の社会情勢の変化 

 

⑴ 少子高齢化の進行と世帯状況の変化 

令和２年度の出生数は８４万８３５人と過去最少で、合計特殊出生率は１．３３と少子化が進

んでおり、また、６５歳以上の高齢者人口は３，６４０万人（２０２１年９月１５日現在）と、過去最

高となっています。 

また、男女ともに未婚・単独世帯の増加など世帯状況にも変化が生じています。 ５０歳の未

婚割合についてみると、昭和４５年には男性は１．７％、女性は３．３％でしたが、令和２年にお

いては、男性は２８．３％、女性は１７．８％となっています。世帯構成については、昭和５５年の

夫婦と子ども世帯は４２．１％を占めており、単独世帯は１９．８％でしたが、令和２年において

は、夫婦と子ども世帯は２５．０％に減少し、単独世帯は３８．０％と増加しています。 

今後も人口構造や世帯状況に大きな変化が生じることが想定されることから、社会の担い

手として女性が活躍できるよう、仕事や家事・育児・介護等を両立できる環境整備や固定的な

性別役割分担意識の解消への取組が求められています。 

 

⑵ 女性の社会進出の状況 

令和３年度における女性の就業者数は３，００２万人で、１５歳～６４歳の就業率は、男性の 

８３．９％に対し、女性は７１．３％となっています。出産・育児期に仕事を離れる女性が多い日

本の特徴を表す、いわゆるM字カーブ問題は解消に向かっています。 

一方、平成２７年に国連で決定された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）において、「すべての

人々の人権を実現し、ジェンダー平等とすべての女性と女児のエンパワーメントを達成するこ

とをめざす」ことが示され、その中で、２０３０年までに、政治、経済、公共分野でのあらゆるレ

ベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を

確保することが掲げられており、これに沿って各国で取組が加速されています。 

こうした国際社会の状況と比較すると、日本は、世界の潮流から後れをとっていることがわ

かります。世界経済フォーラムが令和４年７月に発表したジェンダー・ギャップ指数２０２２にお

いても、日本は１４６か国中１１６位と、主要先進国の中では昨年に引き続き最下位となってい

ます。 
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⑶ デジタル化・スマート社会の到来 

近年の目覚ましい技術革新は、従来にないスピードで社会構造の変革をもたらしています。

世界中でＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ等の新技術の社会実装が進み、生活のあらゆる場面において

スマートフォンを始め、ＩＣＴやインターネットといったデジタルを通じてサービスが提供される

ことが当たり前になりつつあります。国においては、経済発展と社会的課題の解決を両立する、

人間中心の社会「Society ５．０」を提唱し、人々に豊かさをもたらす超スマート社会の実現を

めざしています。スマート化は、業務の省力化、効率化にもつながるものであり、デジタルの力

で仕事の仕方や働き方を変え、すべての人が快適に暮らし、働くことができる社会を築き上げ

ていくことがめざされています。 

 

⑷ 新型コロナウイルス感染症拡大が及ぼした影響 

  令和２年春以降、全世界的に新型コロナウイルスの感染が拡大しており、その感染を防ぐた

めに長期間の外出自粛や企業の休業等が行われました。このことは、日本の社会経済情勢に

大きな影響を与えており、市が実施する各種事業についても、新型コロナウイルスを想定した

「新しい生活様式」に対応することが求められます。さらに、外出自粛や休業といった状況下に

おいては、生活不安やストレスによるＤＶや性暴力被害等が増加・深刻化しており、令和２年度

に全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数は１２万９，４９１件であり、前年

度の約１．１倍に増加しています。 

また、非正規雇用者の女性を中心に、雇用・収入が失われることによる生活困窮化、休校・休

園等に伴う子育てや介護等の負担増加といった問題が発生しています。  

こうした状況を踏まえ、非常時・緊急時にも機能する支援の充実や相談体制の整備が急務と

されています。
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２ 男女共同参画を取り巻く津市の現状 

 

⑴ 人口の状況 

 本市の総人口は、緩やかに減少しています。また、全国的な傾向と同様に、少子高齢化が進

んでおり、高齢者人口割合は上昇、年少人口割合は減少を続けています。 

図２-1 総人口・出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 年齢３区分別人口構成の推移 

 

12.7 12.5 12.3 12.2 12.1

58.6 58.4 58.3 58.2 58.0

28.7 29.1 29.4 29.7 29.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

資料：住民基本台帳（各年３月３１日） 

総人口資料：住民基本台帳（各年３月３１日） 

出生数資料：三重県人口動態総覧（各年 1月～12月の合計数） 

（％） 

279,857 278,440 276,855 275,238 272,875

1,982

1,816
1,701

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

20,000

70,000

120,000

170,000

220,000

270,000

320,000

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年

出
生
数

総
人
口

総人口（人） 出生数（人）

8



 

⑵ 世帯の状況 

一般世帯の数は、平成７年以降、増加していますが、平均世帯人員は減少傾向にあります。 

図 2-3 一般世帯数と世帯人員の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 就労の状況 

女性の年齢別就業率をみると、各世代において、就業率は上昇していますが、出産・子育て

を機に３０代の就業率がいったん落ち込む、いわゆるМ字カーブについては、依然として存在

しています。また、雇用者の従業上の地位についてみると、女性の「パート・アルバイト・その他」

の割合は、「正規の職員・従業員」の割合よりも高くなっており、女性は男性よりも高い割合で

非正規雇用に従事していることがうかがえます。 

図 2-4 女性の年齢別就業率（津市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年） 
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図 2-5 男性・女性の年齢別就業率（津市・令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 雇用者の従業上の地位の割合 
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⑷ 政策・方針決定過程への女性の参画状況 

審議会※１等における女性委員比率の直近１０年間の推移をみると、本市においては２１％～

２７％台で推移しています。女性比率の目標値は、第１次男女共同参画基本計画（平成２０年７

月策定）から３０％と設定し、女性の登用を促進する取組を進めてきましたが、目標値には届い

ていません。 

 

図 2-7 審議会等の女性委員比率の推移（津市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 地方自治法第１３８条の４第３項に規定する附属機関及び要綱等に基づき設置された、都市計画審議会、防災

会議などの機関 
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３ 市民意識・事業所実態からみる津市の現状 

 

⑴ 市民意識調査及び事業所調査の概要 

   本計画の策定にあたり、市民の男女共同参画に関する意識・生活の状況及び事業所におけ

る男女共同参画の状況を把握するために、市民意識調査及び事業所調査を実施しました。 

 

⑵ 調査の種類及び対象者 

 ① 市民意識調査 市内在住の２０歳以上の者：３，０００人（無作為抽出） 

 ② 事業所調査 市内の事業所：６９４事業所（津商工会議所の登録事業所のうち従業員１０

人以上の事業所） 

 

⑶ 調査期間 

   令和３年９月１日（水）から令和３年９月２１日（火）まで 

 

⑷ 調査方法 

   郵送による調査（配布・回収とも） 

 

⑸ 回答率 

 ① 市民意識調査  ３３．７％（回答数：１，０１１人） 

 ② 事業所調査    ４５．０％（回答数：３１２事業所） 
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⑹ 市民意識調査結果について 

  

 

 

 ① 固定的な性別役割分担意識について 

「男は仕事、女は家庭」という考え方について、「どちらかといえば反対」と「反対」を合わ

せた“反対する”の割合（６０．９％）が、「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合わせた“賛成す

る”の割合（２３．２％）を大きく上回っています。 

図 2-８ 「男は仕事、女は家庭」という考え方 

 

 

 

 

 

 

     

② 男女の地位の平等感について 

「学校生活では」を除くすべての項目で、「男性のほうが優遇されている」と「どちらかとい

えば男性のほうが優遇されている」を合わせた“男性優遇”の割合が、「どちらかといえば女

性のほうが優遇されている」と「女性のほうが優遇されている」を合わせた“女性優遇”の割

合を上回っています。また、「学校生活では」の項目では「平等になっている」の割合が高く、

5割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 

4.3 

20.9 

30.6 

31.4 

28.8 

29.5 

20.4 

13.5 

13.5 

2.6 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度 1011

平成28年度 1531

N=

10 10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活
賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度）について 

・図中のＮは有効回答数を示します 

・小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が１００％にならない場合があります 
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図 2-９ 「男女は平等になっているか」という考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ワーク・ライフ・バランスの希望について 

日々の暮らしの中での時間の使い方における希望では「仕事と生活の調和を図る」の割

合が５５.５％と最も高く、次いで「どちらかというと生活を優先」の割合が 21.1％となって

います。  

 

図 2-１０ 暮らしの中での時間の使い方の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.9 

18.6 

21.1 

18.2 

55.5 

55.7 

4.3 

4.6 

4.3 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度 1011

平成28年度 1531

N=

10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

どちらかというと仕事を優先 どちらかというと生活を優先

仕事と生活の調和を図る わからない

無回答 1
資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

14.9 

17.6 

1.8 

13.5 

31.1 

12.8 

24.7 

19.3 

37.8 

36.9 

8.9 

39.9 

43.3 

31.4 

40.2 

49.9 

26.7 

22.3 

54.3 

20.2 

8.6 

30.8 

15.9 

9.2 

4.3 

4.0 

2.4 

3.3 

1.8 

5.1 

1.8 

2.9 

2.0 

1.7 

1.3 

1.2 

1.0 

1.2 

0.8 

1.3 

13.3 

13.6 

24.6 

20.2 

12.8 

17.3 

15.3 

16.4 

1.1 

4.0 

6.7 

1.9 

1.5 

1.5 

1.3 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活では

②職場では

③学校生活では

④地域社会では

⑤社会通念・慣習・

しきたりなどでは

⑥法律や制度では

⑦政治・政策

決定では

⑧社会全体では

N=1011

15.2 41.0 24.7 
4.6 1.1 

11.9 1.6 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活では

男性のほうが優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが優遇されている どちらともいえない

無回答 1
資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 
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⑺ 事業所調査結果について 

① 女性の管理職の人数 

部長相当以上、課長相当、係長相当のいずれも男性従業員に比べ女性従業員では「０人」

の割合が高くなっており、女性の管理職が少ないことが明らかとなっています。   

図 2-１１ 管理職の従業員の人数（男女別） 

・部長相当以上 

男性 

女性 

   

 ・課長相当 

       男性 

       女性 

 

   ・係長相当 

       男性 

       女性 

 

 

 

 

② ワーク・ライフ・バランスの取組について 

「ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる」が３７．２％と最も高く、次いで「知っているが

余裕がない」が２５．６％となっています。   

図 2-１２ ワーク・ライフ・バランスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

10
10 10

10 10
10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

318

N=
0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答 1

17.6 30.4 20.2 10.3 

6.1 3.5 

10.3 1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

69.6 24.7 

3.8 0.3 0.3 0.3 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

33.7 16.3 13.1 9.6 

6.7 3.2 

15.7 1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

70.2 14.1 7.4 

2.6 2.2 0.3 2.2 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

49.0 13.8 7.1 

4.8 5.4 2.6 

15.7 1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

37.2 15.1 25.6 15.4 

0.6 2.9 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

26.7 13.5 28.6 24.2 

3.1 

3.8 
10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

318

N=

ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる

今後、取り組んでいきたい

知っているが余裕がない

知らない

ワーク・ライフ・バランスには反対

その他

無回答

73.1 16.7 

5.1 1.6 1.6 0.3 0.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

312

N=
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４ 第３次計画の現状と課題の整理  

 

第３次計画では、５つの基本目標を掲げ、各事業を実施してきました。ここでは本市の男女

共同参画を取り巻く現状と課題について、第３次計画の取組成果をもとに整理しました。 

 

●基本目標Ⅰ ワーク・ライフ・バランスの促進について 

男女が共に仕事と生活を両立できるよう、ワーク・ライフ・バランスを推進するために必要

となる、育児・介護休業制度を実際に取得しやすい環境づくりのために、関係機関等と連携

し、事業所訪問やセミナーの開催など意識の啓発や情報提供などの取組が必要です。 

また、子育て支援の充実として、子どものショートステイや児童相談の実施など、日々寄せ

られる相談への助言やサービス運用により、虐待の未然防止の観点から支援の充実が引き

続き必要です。 

 

数値目標項目 取 組 内 容 

H２８年度 

計画策定時 

    ※２ 

H３０年度 

現状値 

R元年度 

現状値 

R２年度 

現状値 

R３年度 

現状値 

R４年度 

目標値 

   ※３ 

ワーク・ライ

フ・バランス

（仕事と生

活の調和）

の認知度 

市民や事業所に対し、男女の

これまでの固定的な性別役割

分担意識の見直しなど、男女

が共に仕事と生活を両立する

意識の啓発や情報提供を行い

ます。 

４６．０ 

％ 
－ － － 

５６．１ 

％※４ 

６５．０ 

％ 

※２ 第３次計画策定のために参考とした平成２８年度の数値 

※３ 第３次計画で計画期間最終年度（令和４年度）の目標としている数値 

※４ 令和３年度市民意識調査に基づく数値 

 

●基本目標Ⅱ 政策・方針決定の場における女性の活躍推進について 

審議会等における女性委員比率について、目標値を３０％以上と設定し、女性の登用を促

進する取組を進めてきましたが、現状２７．０％となっています。これは、あて職により委員を

登用していることも要因の一つとして考えられますが、女性の活躍を後押しする体制や環境

づくりの整備の必要性がうかがえます。 
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数値目標項目 取 組 内 容 
H２８年度 

計画策定時 

H３０年度 

現状値 

R元年度 

現状値 

R２年度 

現状値 

R３年度 

現状値 

R４年度 

目標値 

審議会にお

ける女性委

員の比率 

市が設置する審議会などにつ

いて、各審議会などへの女性

の登用率が 30％を超えるよ

う、女性の登用を推進します。 

２１．９ 

％ 

２５．５ 

％ 

２４．６ 

％ 

２５．２ 

％ 

２７．０ 

％ 

３０．０ 

％ 

 

●基本目標Ⅲ 身近なくらしの場における男女共同参画の推進について 

防災会議や避難所運営委員会の構成員に、更に多くの女性が参画できるように行政から

の働きかけが必要です。 

各種相談事業は需要が多く、より多くの人が利用できるよう相談体制の充実や 相談事

業の充実を図ることが必要となります。 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ※５の言葉の認知率は依然として低く、今後もリプロダク

ティブ・ヘルス／ライツの言葉やその意味の啓発を進める必要があります。 

 

数値目標項目 取 組 内 容 
H２８年度 

計画策定時 

H３０年度 

現状値 

R元年度 

現状値 

R２年度 

現状値 

R３年度 

現状値 

R４年度 

目標値 

防災会議に

おける女性

委員の比率 

防災会議における女性委員の

増加に努めます。 １６．０ 

％ 

１８．０ 

％ 

１８．０ 

％ 

１５．９ 

％ 

１６．２ 

％ 

２０．０ 

％ 

 

 

 

 

 

 

●基本目標Ⅳ 人権が尊重される環境の整備について 

幼い頃から自分には大切にされる権利があることや暴力から逃げること・相談することの

大切さなどを学ぶことで、ＤＶや各種ハラスメントから自分の大切な権利を守ることにつな

がるため、今後も継続した取組が必要です。また、コロナ禍においてＤＶの増加や深刻化が

懸念されていることから、引き続きＤＶの被害者支援が必要です。 

※５ リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

リプロダクティブ・ヘルスとは、人間の生殖システムおよびその機能と活動過程のすべての側面において、単に疾病、

障がいがないというばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指し、人々が安全で満ち

足りた性生活を営むことができ、生殖能力を持ち、子どもを持つか持たないか、いつ持つか、何人持つかを決める自由

をもつことを意味する。 

リプロダクティブ・ライツとは、すべてのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、出産する時期を責任を

もって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、ならびに最高水準の性に関す

る健康およびリプロダクティブ・ヘルスを享受する権利のこと。 
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数値目標項目 取 組 内 容 
H２８年度 

計画策定時 

H３０年度 

現状値 

R元年度 

現状値 

R２年度 

現状値 

R３年度 

現状値 

R４年度 

目標値 

DV被害者

で相談した

人の比率 

（相談／ 

被害者） 

各種相談機関の機能や利用

方法について、広報紙・インタ

ーネットなどを活用し、広く市

民への周知に努めます。 

３８．１ 

％ 
－ － － 

４０．７ 

％ 

※６ 

６０．０ 

％ 

※６ 令和３年度市民意識調査に基づく数値 

 

●基本目標Ⅴ 男女共同参画のさらなる推進体制の強化について 

男女共同参画が身近に感じられるよう、男女共同参画フォーラムや市民人権講座などを

実施してきましたが、コロナ禍において集合形式で実施ができないなどの問題がありました。

しかし、オンライン方式などにより、集合しなくても効果的な取組も可能となることから、講

師の選定、開催日時・場所など開催方法の工夫が必要です。 

 

数値目標項目 取 組 内 容 
H２８年度 

計画策定時 

H３０年度 

現状値 

R元年度 

現状値 

R２年度 

現状値 

R３年度 

現状値 

R４年度 

目標値 

男女共同参

画フォーラ

ム参加人数 

実行委員会（公募市民）と行

政との協働で開催するフォー

ラムを通じて、市民の男女共

同参画意識の高揚を図りま

す。 

６０８

人 

８０１

人 

３５８

人 

開催

なし 

２８０

人 

７００

人 

（毎年） 
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５ 
第４次津市男女共同参画基本計画策定に

当たっての課題 

 

⑴ 国の課題 

国が、「社会のあらゆる分野において、２０２０年までに、指導的地位に女性が占める割合が、

少なくとも３０％程度となるよう期待する」との目標を掲げたのは、平成１５年（２００３年）のこ

とで、平成２７年（２０１５年）策定の第４次男女共同参画基本計画においても、取組は進められ

ましたが、この目標は必ずしも社会全体で十分共有されませんでした。また、毎年、「世界経済

フォーラム」が公表するジェンダー・ギャップ指数の最新値では、日本は１４６か国中１１６位とな

っています。「教育」と「健康」の値は世界トップクラスですが、「政治」と「経済」の値が低くなっ

ています。 

政党に対し、政治分野における女性の活躍を促進するために、「政治分野における男女共同

参画の推進に関する法律」が制定され、その趣旨に沿って女性候補者の割合を高めることを求

められていますが、衆議院の女性議員比率は、９．９％で世界１９０か国中１６７位と国際的にみ

て後れているとされています。 

また、女性に対する暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、暴力根絶を図

ることは男女共同参画社会を形成していく上で克服すべき重要な課題です。配偶者暴力支援

センターの相談件数は年々増加しており、令和２年度の相談件数は１２９，４９１件で過去最高

となっています。早急に解決すべきこれらのことが、国の取組の根底にあります。 

 

⑵ 津市の課題 

① 男女の地位の平等感について 

市民意識調査において、学校生活では「平等になっている」と感じる人の割合が高く、５

割を超えていますが、社会全体では、「男性優遇」と感じている人の割合が高く、６割を超え

ています。性別でみると、学校生活を除くすべての分野で、女性は男性に比べ「男性優遇」と

感じていますが、男性は女性に比べ「平等になっている」と感じていることから、男女間で意

識の差があり、全体を通して平等になっていると感じられるよう、この差を解消していくこ

とが重要な課題です。 

また、事業所調査において、男性管理職に比べて、女性管理職が少ないことがうかがえ、

女性管理職の少ない状況をどのように改善していくかも取り組むべき課題です。 
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② 固定的な性別役割分担意識について 

市民意識調査において、「男は仕事、女は家庭」という考え方については、否定的な考え

が増えており、固定的な性別役割分担意識は、改善されつつありますが、依然として肯定す

る人も２割以上いることから、性別にとらわれないような意識への変化を更に促す取組が

求められます。 

 

③ ワーク・ライフ・バランスについて 

市民意識調査においては、仕事と生活の調和を図りたいが、現実には仕事を優先として

いる人が多くなっています。事業所調査においても、ワーク・ライフ・バランスに取り組む事

業所が増えていますが、取り組む余裕がないと回答する事業所も１/４あります。希望と現実

の差を小さくするため、ワーク・ライフ・バランスの考え方の浸透と意識醸成を図るとともに、

仕事と家庭生活の両立が可能となるような環境づくりを進めることが求められます。 

 

④ 政策・方針決定過程における女性の参画促進 

本市の審議会等における女性委員の割合は２７．０％（令和３年度）で横ばいとなっており、

国の４０．７％（令和２年）を大きく下回っており、市全体で、政策・方針決定過程への女性の

参画や登用をより一層推進するための機運づくりや仕組み等が必要です。 

 

⑤ 多様な分野における男女共同参画の視点での支援の充実 

本市においても、少子高齢化が進行しているとともに、世帯人員も減少が続き、市民の家

族の状況、必要となる支援は更に多様になっていると考えられます。困難を抱える人々を

総合的、包括的に支援する体制を整備するとともに、支援に当たって男女共同参画の視点

を持つことが必要です。 

また、一人ひとりの個性や多様な生き方を尊重し、誰もが自分らしく活躍できる社会づく

りのためには、性の多様性や性的マイノリティの人への理解を深めることも大切となります。 

さらに、SDGｓの達成に資するためにも、本市において常にジェンダーの視点を施策に盛

り込んでいくことが必要となっており、福祉、健康、防災などの各分野において男女共同参

画との関連づけや注力していく男女共同参画の課題を明確にしていく必要があります。 
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第３章                

計画の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21



 

1 基本的な考え方 

 

⑴ 課題解決の方向性 

第３次計画で実施してきた目標で達成に至らなかった課題については、本計画においても

引き続きこれまでの取組を実施していくほか、社会情勢の変化により新たに顕在化した課題

等にも対応していきます。 

第２章で考察したとおり、男女の平等感などの認識については、大きな変化は見られず、男

女間や各年代層で認識の差があります。また、職場や地域社会における平等感の認識にも変

化はみられず、男女の平等が進んでいるとは言えません。このように意識格差の改善が男女共

同参画社会の実現に向けて大きな課題となっています。 

このため、すべての人が成長する過程において、教育等の充実により、常に男女平等の意識

を持つことができるようにするとともに、実行を支える制度等の浸透を図ることで、引き続き

男女共同参画の取組を進めるものです。 

 

⑵ 男女共同参画と SDＧｓ 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、「誰一人取り残さない」を基本理念に、２０１５年の国連

サミットで採択された２０３０年までの国際目標で、経済・社会・環境の諸問題の解決に取り組

み、持続的な世界を実現するための１７の目標を定めています。 

特に、ＳＤＧｓの目標５として「ジェンダー平等の実現」を掲げており、性別による差別をなく

し、女性と男性が対等に権利・機会・責任を分かちあえる社会を作ること、女性と女児が自分

のことを自分で決めながら生きる力をつけられることを目標としています。本計画は男女共同

参画社会の実現を目標としており、SDGｓの目標５をはじめとする１７の目標と重なっている

ことから、本計画により男女共同参画を推進することは、ＳＤＧｓの推進につながるものと考え

ます。
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２ 基本理念 

 

男女共同参画社会は、男女共同参画社会基本法第２条で「男女が、社会の対等な構成員として、

自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が

均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき

社会」とされています。 

本計画は、この「男女共同参画社会の実現」を目標とします。目標の達成に向けて、津市男女共同

参画推進条例に明記されている次の４つの基本理念に基づき、基本目標を定め、男女共同参画に

関する施策を推進します。 

 

＜津市男女共同参画推進条例における基本理念＞ 

 

（１）男女が、性別により差別されることなく、個人として個性と能力を十分に発揮することが 

できる機会、また多様な生き方の選択をすることができる機会が確保されるとともに、個人

としての人権が尊重されること。 

（２）男女が社会の対等な構成員として、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野 

における活動に参画し、かつ、責任を分かち合うこと。 

（３）社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の自由な選択に対して及ぼす影響 

をできる限り中立なものとするように配慮されること。 

（４）男女が社会の対等な構成員として、本市における政策又は事業者における方針の立案及び

決定の場に共同して参画できる機会が十分確保されること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 第４次津市男女共同参画基本計画の目標＞ 

 

～男女共同参画社会の実現～ 
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●第４次津市男女共同参画基本計画の取組方針 

本計画では学校、職場、家庭、地域のそれぞれの場面での取組方針を持ち、施策に取り組んでい

きます。 
 

そ
れ
ぞ
れ
の
場
面
で
の
取
組
方
針 

学 校 

・子どもたちの発達段階に応じ、あらゆる教育活動を通して、男女共

同参画の意義や重要性を正しく理解し、具体的な態度や行動につな

げられる力の育成 

職 場 
・性別にかかわらず個性と能力を発揮できる職場づくり 

・あらゆるハラスメントのない職場環境づくり 

家 庭 

・安心して子育てや介護ができる環境の実現と、男女がともに仕事と

家庭を両立できる環境づくり 

・配偶者等からの暴力の根絶 

地 域 
・固定的な性別役割分担意識の解消 

・方針決定の場における女性の参画促進 

  

一人ひとりの男女共同参画社会の意識を高める 

男女が共に活躍できる社会に仕組みを変える 
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３ 基本目標 

 

男女共同参画社会の実現には、男女の地位の平等感や、固定的な性別役割分担意識等の課

題の解消が求められており、そのためには学校や地域での教育が重要です。そこで、本計画で

は、幼少期から生涯にわたる男女共同参画の教育の機会の充実を図ることを一番の柱とし、

市民の性別に捉われないような意識への変化を促していきます。 

また、職場においてのワーク・ライフ・バランスを実現し、政策・方針決定の場においての女性

の参画を推し進めることで、女性活躍を推進します。そして、家庭や地域の身近なくらしの場に

おいて、男女が協働して活躍できる環境づくりを進めるとともに、ＤＶやハラスメントなど、男

女共同参画の推進を阻害する暴力等に対しては、防止対策と被害者への支援に取り組みます。

さらに、市民へ広く男女共同参画を啓発することで、誰もが安心して暮らせる社会をめざしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 生涯にわたる男女共同参画

の教育 

Ⅱ ワーク・ライフ・バランスの

促進 

子どもの頃から男女共同参画の意識づくり

を促進するため、教育の機会の充実を図る

とともに、市民一人ひとりがそれぞれの立場

から実践することができるよう、地域や家庭

における意識啓発に努めます。 

女性の活躍に向け、就業支援を行うととも

に、豊かなくらしの実感を得ることができるよ

う、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて取

組を支援します。 

基本目標 考え方 
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Ⅲ 政策・方針決定の場における

女性の活躍推進 

Ⅳ 身近な暮らしの場における

男女共同参画の推進 

Ⅴ 男女共同参画を阻害する

暴力防止等に対する環境

の整備 

Ⅵ 誰もが安心して暮らせる   

男女共同参画社会づくり 

男女が協働して、仕事、家庭、地域で活躍できる

よう、育児・介護等の支援と生涯にわたる健康

で安心してくらせる環境づくりの支援を通じて、

暮らしの場における男女共同参画を推進しま

す。 

男女共同参画を阻害する重大な人権侵害であ

るDVやあらゆるハラスメント等を予防し、根絶

するため、DVやハラスメント被害者への支援に

向けた、相談支援体制の充実と、暴力根絶に向

けた啓発に取り組みます。 

男女共同参画に対する正しい理解を促進し、

男女がともに地域活動や家庭生活等に参画で

きるよう、男女共同参画の意識啓発や推進体

制の強化を促進します。 

行政、事業所、地域をはじめ、さまざまな団体な

どの方針決定の場に、女性も男性も参画を促進

することで均衡の取れた協働社会をめざし、ま

た、企画・立案の過程に女性が積極的に参画で

きる社会をつくります。 
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４ 施策体系 

 

 

 

 

Ⅰ 生涯にわたる男女      

   共同参画の教育  

Ⅱ ワーク・ライフ・バラ

ンスの促進  

Ⅲ 政策・方針決定の場

における女性の活

躍推進  

Ⅳ 身近な暮らしの場

における男女共同

参画の推進  

Ⅴ 男女共同参画を 

阻害する暴力防止

等に対する環境の

整備  

Ⅵ 誰もが安心して暮

らせる男女共同参

画社会づくり 

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現 

①教育の場における男女共同参画の推進  

②家庭・地域における男女共同参画の促進  

③事業所・働く場への支援、男女共同参画の促進 

④就業・能力開発のための支援  

⑤自営業における女性活躍の推進  

⑥事業所・各種団体などの方針決定の場における男女共

同参画の推進 

⑦市の方針決定等における男女共同参画の推進  

⑧子育て支援の充実  

⑨男女の生涯にわたる健康の支援  

⑩介護・高齢者・障がい者支援の充実  

⑪防災対策における男女共同参画の促進  

⑫DV 防止に向けた啓発、相談、支援体制の整備と

充実  

⑬あらゆるハラスメント防止に向けた啓発、相談、支援体

制の整備と充実 

⑭生活上の困難を抱える人への相談・支援体制の

整備と充実  

⑮男女共同参画に関する意識の普及  

⑯女性の活躍をはじめとするダイバーシティの 

推進  

⑰男女共同参画推進のための連携体制づくり 

目標  基本目標 施策の方向 

※ 下線は女性活躍推進法に定める市町村推進計画に位置付ける項目  
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第４章

施策の推進 
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基本目標Ⅰ 生涯にわたる男女共同参画の教育 

●背景

男女共同参画に関する法制度の整備が進むとともに、様々な取組が進められてきましたが、

依然として、社会全体に浸透するまでには、至っていません。 

背景には、働き方・暮らしの根底に、長年にわたり人々の中に形成された固定的な性別役割

分担意識や性差に関する偏見・固定観念、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）がある

ことが挙げられます。 

令和３年度の市民意識調査において、男女の地位の平等感について、「学校生活では」を除

くすべての項目で、「男性優遇」の割合が、「女性優遇」の割合を上回っています。社会全体にお

ける男性優遇感が高くなっている状況が伺えます。 

男女共同参画への理解を広げていくためには、生まれてから成長する過程での意識づけが

重要であり、学校、地域等において、教育、学習の場を充実させていく必要があります。男女共

同参画社会の実現に向けては、生涯にわたる意識啓発が重要です。 

●めざす姿

男女共同参画の推進に係るすべての取組の基礎として、また、様々な取組の実効性を高め

ていく観点から、子どもの頃から、その成長に応じて各世代で固定的な性別役割分担意識を

植え付けず、また、押し付けない取組、そして、男女双方の意識を変えていく取組が極めて重要

となります。 

よって、幼児期から男女共同参画意識が醸成される環境づくりを行うため、学校教育や家庭

教育、及び地域等における学習機会の充実などにより、子どもから高齢者まで幅広い意識改

革をめざします。 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

1 

幼児期からの男女共

同参画の学習機会の

充実 

保育園、幼稚園、こども園、小・中

学校などにおける日々の教育・保育

の中で、一人ひとりの個性を十分に

尊重し、各人の能力を発揮すること

ができるような指導に努め、幼児期

からの男女共同参画の学習の機会

の充実を図ります。 

子育て推進課 

学校教育課 

教育研究支援課 

２ 

児童福祉施設における

男女共同参画意識づく

りの推進 

保育士および施設管理者において

男女共同参画意識づくりについて働

きかけます。 

子育て推進課 

３ 
学校における健康教

育の推進 

児童・生徒の発育、発達段階に応

じた正しい性に関する指導や疾病予

防、がん教育などを推進するため、健

康教育を行います。 

教育研究支援課 

  

①  教育の場における男女

共同参画の推進  

 

 

 

幼児期からの男女共同参画の学習

機会を設け、学校等において、男女共

同参画の視点に立った教育の充実を図

ります。また、教職員等へ男女共同参

画についての理解を深めるための教育

を進めます。 

●施策の方向● 
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４ 

男女共同参画の視点

に立った進路指導・生

徒指導の推進 

中学生を対象に職場体験、ボラン

ティア体験など将来の進路にかかわ

る体験活動を積極的に実施し、望ま

しい職業観や勤労観を養い、主体的

な進路選択能力の育成を図るととも

に、男女が共に家庭や地域における

生活に参画していくという観点から、

必要な知識と技術の習得ができるよ

う学習内容の充実を図ります。また、

一人ひとりの個性を十分に尊重し、

各人の持つ能力を発揮することがで

きるような進路指導・生徒指導に努

めます。 

教育研究支援課 

５ 
男女共同参画に関す

る講義科目の充実 

男女共同参画意識を育てるため

に、男女共同参画に関する講義科目

を充実させるとともに、政治・経済・

社会における男女共同参画社会の在

り方の教育・研究を進めます。 

三重短期大学事務

局大学総務課 

６ 

男女共同参画に関す

る教職員の人権教育

研修会 

人権感覚あふれる園・学校づくり

を推進していくために、教職員を対

象に男女共同参画をはじめとする

人権教育に関するさまざまな講座

を開設し、教職員の実践力の育成を

図ります。 

人権教育課 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

７ 

男女共同参画に関す

る市民人権講座の充

実 

家庭・地域において、男女共同参

画に関することなど、あらゆる人権

問題についての理解を深めるため、

講座を開催します。 

人権課 

８ 

男女共同参画に関す

る人権教育講演会の

充実 

市民の人権や男女共同参画に対す

る理解を深め、人権を尊重する意識

の高揚を図るとともに、一人ひとりが

大切にされる社会の実現をめざすた

め、各地域住民および人権ネットワー

ク組織と連携しながら地域の課題に

対応した啓発講演会を実施します。 

人権教育課（各教

育事務所） 

９ 

男女共同参画に関す

る人権出前講座の充

実 

保護者や地域住民の人権意識の基

盤づくりを意識し、男女共同参画など

の視点も含めた、主体的に学ぶこと

のできる人権研修会を実施し、一人

ひとりが大切にされ自分が自分らし

く生きられる社会について参加者が、

学び合い、深まる機会をつくります。 

人権教育課 

②  家庭 ・地域における男

女共同参画の促進  

 

 

 

多様な教育活動の中で、家庭 ・地域

における男女共同参画の理解の促進に

努め、また、一人ひとりが大切にされ、

自分が自分らしく生きられる社会に関

する理解を深めるための取組をします。 

●施策の方向● 
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10 
地域力創造セミナー

の充実 

講座を通じて、地域を活性化する

ことや地域おこしの担い手となる人

材を育成する地域力創造セミナーの

開催を推進します。 

生涯学習課 

11 
家庭教育支援事業の

開催 

家庭における子育ての悩みや課題

を持つ保護者を直接支援することを

目的として、家庭教育支援事業を実

施します。 

生涯学習課 

12 
男性のための家事力

向上講座の充実 

講座を通じて、これまで、主に女性

によって担われてきた家庭責任（料

理など）や地域での活動を男性も共

に担っていく必要性があることを啓

発し、男女共同参画意識の高揚を図

ります。 

生涯学習課 
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●数値目標● 

数値目標項目 取組内容 
現状値 

R3 
目標値 

R9 
担当部署 

男女共同参画に関

する市民人権講座

の参加人数 

家庭・地域におい

て、男女共同参画に

関することなど、あら

ゆる人権問題につい

ての理解を深めるた

めの講座を開催しま

す。 

36人 

（３カ年 

平均） 

4５人 

（毎年） 
人権課 
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図４－１ 「男女は平等になっているか」という考え方  

【令和３年度調査】 
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15.2 41.0 24.7 
4.6 1.1 

11.9 1.6 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活では

男性のほうが優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが優遇されている どちらともいえない

無回答 1

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 
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図４－２  分野別の平等感 

【参考  令和元年度  県調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３  分野別の平等感 

【参考  令和元年度  内閣府調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.6 

20.1 

3.1 

10.5 

16.2 

9.9 

19.9 

14.6 

40.5 

45.8 

14.7 

36.5 

53.2 

33.9 

44.6 

56.3 

23.6 

19.4 

55.9 

29.1 

14.3 

33.9 

19.3 

14.1 

10.0 

4.9 

3.2 

7.2 

5.3 

6.4 

2.5 

4.2 

3.6 

2.1 

0.7 

1.1 

1.3 

1.8 

0.4 

1.0 

4.8 

5.6 

19.3 

13.6 

7.4 

12.1 

11.1 

8.6 

1.9 

2.1 

3.1 

2.0 

2.3 

2.0 

2.2 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭

②職場

③学校

④地域

⑤社会通念や風潮

⑥法律や制度

⑦政治（政策決定）

⑧社会全体

N=1132

10 10 10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇されている わからない

無回答 1
資料：「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査（三重県）」令和元年度 

9.3 

13.6 

3.3 

35.0 

10.3 

19.1 

7.0 

35.6 

39.8 

15.2 

44.0 

36.6 

51.0 

27.7 

45.5 

30.7 

61.2 

14.4 

39.7 

22.6 

46.5 

6.5 

4.5 

2.3 

1.1 

4.0 

2.1 

8.7 

0.7 

0.5 

0.3 

0.1 

0.4 

0.2 

1.6 

2.4 

10.9 

17.7 

5.4 

9.0 

5.0 

8.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

②職場

③学校教育の場

④政治の場

⑤法律や制度の上

⑥社会通念・慣習・

しきたりなど

⑦自治会やＰＴＡなど

の地域活動の場

N=2645

①家庭生活

②職場

③学校教育の場

④政治の場

⑤法律や制度の上

⑥社会通念・慣習・しきたり

など

⑦自治会やＰＴＡなどの

地域活動の場

10 10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

資料： 「 男女共同参画社会に関す る世論調査（ 内閣府） 」 令和元年度   
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基本目標Ⅱ ワーク・ライフ・バランスの促進 

 

●背景 

人生１００年時代の到来に伴って職業人生が長くなる今後においては、仕事中心の現役生活

から引退して仕事のない老後生活へ移行するという発想ではなく、若い時から仕事と生活の

調和を図り、息の長い現役生活を送っていくことが重要になります。また、職業能力を高めた

り、キャリア選択を行うための学び直しの機会を持ったりすることも大切になります。そうした

それぞれのライフステージに合ったワーク・ライフ・バランスの在り方や支援策を検討する必要

があります。 

令和３年度の市民意識調査において、暮らしの中の時間の使い方について、仕事と生活の

調和を図ることを希望する人が５５．５％と最も多く占めているにもかかわらず、実現できてい

ると回答した人は、３１．３％にとどまっており、仕事と生活が両立しにくい現状となっています。

性別で見ると、男性は仕事を優先する回答が多いのに対し、女性は仕事と生活の調和を図る

という回答が多くなっており、男女の意識に差異が見られ、固定的な性別役割分担意識との関

連が推察されます。 

 

●めざす姿 

男女が共に仕事や家庭生活などへ参画し、働くことを希望するすべての人が、仕事と子育

て・介護・社会活動等を含む生活との二者択一を迫られることなく、働き続け、その能力を十分

に発揮することができるよう、長時間労働の削減などを推進し、ライフステージや個別の事情

等に対応した多様で柔軟な働き方を実現します。 

少子高齢化が進む本市において、今後は生産年齢人口の急速な減少が見込まれます。一方、

未婚化・晩婚化の傾向が続く中で、就労者に占める女性の割合は増加傾向にあり、働く場にお

ける女性の存在はこれまで以上に重要となります。また、子どもができても女性が職業を持ち

続けることを希望する人は増加しています。 

これらの状況を踏まえ、就労する女性の能力向上に向けた支援、出産や子育てによって一時

的に離職した女性に対する再就職支援などの取組により、女性が活躍できる社会をめざしま

す。 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

13 
事業所訪問による啓

発 

関係課（室）が連携して市内事業

所を訪問し、人権尊重、男女共同参

画、ワーク・ライフ・バランス、女性管

理職の登用、ハラスメントなどにつ

いての意識啓発を図ります。 

人権課 

男女共同参画室 

商業振興労政課 

14 勤労青少年講座の実施 

働く若年層の仲間づくりや余暇の

充実など、福祉の増進を目的に、勤労

青少年講座を実施します。 

商業振興労政課 

15 勤労者福祉の充実 

勤労者福祉の充実のため、中小企

業などの福利厚生事業を支援しま

す。 

商業振興労政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  事業所 ・働く場への支

援、男女共同参画の促

進  

 

 

男女が共に仕事と生活を両立できる

よう、事業所や勤労者に対して、働き方

や固定的な性別役割分担意識を見直す

などの意識啓発を行います。 

●施策の方向● 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

16 就業相談・就業支援 

関係機関と連携し、就業相談や就

業支援に係る窓口や施策に関する

情報の提供を行います。 

商業振興労政課 

17 
職業能力向上に向け

た支援 

関係課（室）が連携し、パソコン教室

を実施するなど、就業を希望する人

の職業能力の向上につなげます。 

男女共同参画室 

商業振興労政課 

生涯学習課 

18 就業条件向上の啓発 

最低賃金の順守など、就業条件に

係る情報に関し、広報紙への登載や

事業所訪問などを通じて啓発するこ

とにより、就業条件の向上を図りま

す。 

商業振興労政課 

19 

育児・介護休業制度な

どの市職員に向けた

啓発 

職員が子育てや介護などをしなが

ら、働き続けやすい環境を整備する

ため、子どもの出生の手続時に、育

児休業制度の啓発を行うなど、育児・

介護休業制度などの利用促進を図り

ます。 

人事課 

 

 

④ 就業・能力開発のための

支援  

 

 

 

就業を希望する人のための就業相談

や情報の提供のほか、勉強会やセミナー

などを開催し、能力開発への支援の充実

に努めます。 

●施策の方向● 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

20 
起業家などに対する

支援 

市内の公的な創業支援機関と連

携し、起業・創業を考えている人な

どに対して、相談窓口の設置、勉強

会やセミナーの開催、交流会の場の

提供などの支援を行います。 

経営支援課 

21 
農林水産業従事女性

への意識啓発・支援 

家族経営協定の締結の後、認定農

業者への共同申請を促進します。 
農林水産政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  自営業における女性活

躍の推進  

 

 

 

起業・創業を考えている人などに対し

て、勉強会やセミナーなどを開催し、ま

た、地域農業の担い手である女性農林

水産業者への支援の充実に努めます。 

●施策の方向● 
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●数値目標● 

数値目標項目 取組内容 現状値 
R3 

目標値 
R9 担当部署 

意識啓発のための

訪問事業所数 

市内事業所を訪

問し、人権尊重、男

女共同参画、ワーク・

ライフ・バランスなど

についての意識啓発

を図ります。 

０事業所 
40事業

所（毎年） 

人権課 

男女共同参画室 

商業振興労政課 

ワーク・ライフ・バラ

ンスの認知度 

市民や事業所に対

し、男女のこれまでの

固定的な性別役割分

担意識の見直 しな

ど、男女が共に仕事

と生活を両立する意

識の啓発や情報提供

を行います。 

56.1％ 65.0％ 男女共同参画室 

「男は仕事、女は家

庭」という考え方に

反対する市民の比

率 

これまでの固定的

な考え方ではなく男

女共同参画、ワーク・

ライフ・バランスの考

え方の啓発を進めま

す。 

60.9％ 70.0％ 男女共同参画室 

市の男性職員の育

児休業取得率 

本市男性職員の育

児休業取得率の向上

に努めます。 

14.7％ ５0.0％ 人事課 
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図４－４ 暮らしの中での時間の使い方の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５ 暮らしの中での時間の使い方の現実 

 

 

 

 

 

 

  

44.8 

36.8 

17.7 

28.3 

31.3 

25.8 

1.6 

5.5 

4.7 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度 1011

平成28年度 1531

N=

10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

どちらかというと仕事を優先 どちらかというと生活を優先

仕事と生活の調和を図る わからない

無回答 1
資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

どちらかというと仕事を優先 どちらかというと生活を優先

仕事と生活の調和を図る わからない

無回答 1
資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

14.9 

18.6 

21.1 

18.2 

55.5 

55.7 

4.3 

4.6 

4.3 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度 1011

平成28年度 1531

N=
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図４－６ 性・年齢別 暮らしの中での時間の使い方の現実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

60.7 

60.0 

74.4 

54.8 

65.2 

58.3 

54.8 

30.4 

48.8 

34.1 

30.8 

28.2 

26.0 

14.7 

10.3 

15.0 

7.7 

11.0 

10.6 

13.3 

4.8 

24.7 

19.5 

31.8 

31.9 

26.8 

14.0 

11.8 

24.0 

15.0 

17.9 

31.5 

21.2 

26.7 

21.4 

38.3 

29.3 

31.8 

31.9 

42.3 

56.0 

41.2 

1.7 

5.0 

2.7 

1.5 

2.4 

1.2 

2.4 

1.1 

1.4 

2.9 

3.3 

5.0 

1.5 

1.7 

16.7 

5.4 

2.3 

4.4 

1.4 

4.0 

29.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 300

20～29歳 20

30～39歳 39

40～49歳 73

50～59歳 66

60～69歳 60

70歳以上 42

女性 332

20～29歳 41

30～39歳 44

40～49歳 91

50～59歳 71

60～69歳 50

70歳以上 34

N=

10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

どちらかというと仕事を優先 どちらかというと生活を優先

仕事と生活の調和を図る わからない

無回答 1
資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 
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図４－７ 女性が職業を持つことについて 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,531

N=結婚するまでは、職業を持つほうがよい

子どもができるまでは、職業を持つほうがよい

子どもができたら辞め、大きくなったら再び職業を持つほうがよい

子どもができても、ずっと職業を持ち続けるのがよい

女性は職業を持たないほうがよい

その他

わからない

無回答

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（令和３年度） 

3.2 

4.8 

4.3 

5.2 

25.3 

31.0 

53.6 

45.9 

0.3 

0.6 

6.0 

4.2 

4.6 

4.6 

2.7 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度 1011

平成28年度 1531

N=
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基本目標Ⅲ 
政策・方針決定の場における女性の活

躍推進  

 

●背景  

政治、経済、社会などのあらゆる分野において、政策・方針決定に男女が共に参

画し、女性の活躍が進むことは、少子高齢化や人口減少、また、価値観の多様化が

進む中で様々な視点を確保することにより、あらゆる人が暮らしやすい社会の実現

につながります。  

本市では第３次計画を女性活躍推進法に基づく計画として位置付け、女性活躍

の取組を進めてきました。しかし、令和３年度事業所調査の結果からも、事業所に

おける女性の管理職が少なく、また、今後「近いうちに管理職になる予定」と回答し

た率も低くなっており、企業における女性の管理職への積極的な登用等が進んで

いない現状が伺えます。  

市の審議会等についても女性委員の登用が進んでおらず、また、市職員の女性

の管理職への登用も同様に進んでいないため、引き続き、市のあらゆる分野におい

て女性の登用が進み、男女の意見がバランスよく反映されるよう、取り組まなけれ

ばなりません。  

平成３０年には「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が成立

し、政治分野での法的整備等が進められてきました。本市でも政治分野における男

女共同参画を促進するための取組が求められています。  

 

●めざす姿  

事業所、各種団体、地域などの政策・方針決定の場において、女性が参画できる

社会をめざします。中でも、現在、女性の参画の少ない防災や農業分野の方針決定

の場においても、女性が登用される社会にしていきます。  

また、市の審議会等の女性委員の登用とともに、職員の管理職の女性の登用を

進め、行政が率先して、職場での女性活躍・男女共同参画が進んだ組織をめざしま

す。  
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●施  策●  

 

●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

22 

事 業 所 ・各 種 団 体

などの方針決定の

場における男女 共

同参画の推進  

事業所 ・各種関係団体などの

方針決定の場における男女共同

参 画 を促 進 する啓 発 を行 いま

す。  

男女共同参画室  

商業振興労政課  

23 

男女共同参画の視

点を取 り入れた防

災対策の推進  

防災会議への女性の参画を促

進するなど、さまざまな機会にお

いて男女共同参画の視点を取り

入れ防災対策を推進します。  

危機管理課  

24 
農業委員会への女

性の登用の推進  

農業委員会の委員等の任命 ・

選出において、男女双方の視点

や意見を意思決定の場に反映す

るため、女性の登用を推進 しま

す。  

農業委員会事務局 

25 
政治分野への女性

の参画の推進  

政治分野における男女共同参

画を促進するための啓発を行い

ます。  

男女共同参画室  

 

 

 

 

⑥  事 業 所 ・各 種 団 体 な

どの方 針 決 定 の場 に

おける男 女 共 同 参 画

の推 進  

 

 

 

事 業 所 ・各 種 団 体 などの方 針 決

定 の場 や政 治 分 野 において、男 女

が共 に自 分 の意 思 を反 映 できるよ

う、女 性 の登 用 に関 する意 識 啓 発

や情 報 提 供 を行 います。  

●施策の方向●  

●  
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

26 
審議会などへの女

性の登用推進  

市が設置する審議会※などに

ついて、女性の登用状況の把握

を行うとともに、男女双方の視

点や意見を意思決定の場に反映

するため審議会などへの女性の

登用率が 30％を超えるよう、女

性の登用を推進します。  

※都市計画審議会や防災会議など  

全庁  

行政経営課  

27 

市職 員における女

性の管理職への登

用の推進  

女性の管理職への登用を推進

していくためには、主査 、担当副

主幹および担当主幹への積極的

な登用を促進する必要があるこ

とから、各役職段階の女性職員

の確保を念頭に置いた職員配置

及び人材育成を行います。また、

消防職員においては、昇任試験

などの機会を通じて、女性の管

理 職 への登 用 の推 進 を図 りま

す。  

人事課  

消防総務課  

 

⑦  市 の方 針 決 定 等 におけ

る男 女 共 同 参 画 の推 進  

 

 

 

政 策 ・方 針 決 定 過 程 への女 性 の

参 画 を図 るとともに、職 員 各 々の能

力 や適 性 に応 じた登 用 ・配 置 に努

めます。  

●施策の方向●  

●  
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28 

市 のあらゆる分 野

における女 性職 員

の登用の推進  

女性職員の研修参 加を推進

することにより、新たに求められ

る課題に対応できる能力を向上

させ、企画 ・立案、決定過程の場

への女性職員の参画を促し、あ

らゆる分野において登用できる

よう経験や能力の向上を図りま

す。また、各種研修を通じ、男女

が共に能力を向上させるととも

に、固定的な性別役割分担意識

を見直し、各々の能力や適性に

応じた職員の配置を行います。  

人事課  

消防総務課  

29 
津市職員男女共同

参画研修会の充実  

男女共同参画に関する職員の

意識の高揚と庁内の推進体制の

充実を図ることを目的に、人事

課と男女共同参画室の共催によ

る職員研修会を開催します。  

人事課  

男女共同参画室  
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●数値目標●  

数値目標項目  取組内容  
現状値  

R3 
目標値  

R9 
担当部署  

農 業 委 員 会にお

ける女 性 委 員 の

比率  

農業委員会にお

ける女性委員の増

加に努めます。  

8.3％ 

12.5％ 

（R7）  

※１  

農 業 委 員 会 事

務局  

審 議 会 における

女性委員の比率  

市が設 置 する審

議会などについて、

女性の登用を推進

します。  

27.0% 30.0% 
全庁  

行政経営課  

市職員の課長級

以上の管 理職 に

占 める女 性 の比

率  

本市 職員 におけ

る課長級以上の管

理職に占める女性

の登用率の向上に

努めます。  

11.8% 

18%

（R7）  

※２  

人事課  

女性消防職員の

人数  

消防 職員 におけ

る女性職員の増加

に努めます。  

14 人  18 人  消防総務課  

※１  農業委員会の改選時（令和７年度 ）における目標値  

※２  特定事業主行動計画（令和３年度～令和７年度）における目標値  
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図 4-８  女性の管理職がいない理由  

 

※平成 28 年度の結果がない項目は、Ｈ28 年度調査にその選択肢がありませんでした。  

 

 

 

図 4-９  今後女性が管理職になることがあるか  
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6.1 

16.7 

9.1 

7.6 

16.7 

4.5 

16.7 

4.5 

5.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

将来の候補者はいるが、今のところ必要な在職年数等

の条件を満たしていないから

今のところ管理職の候補になり得る女性従業員がいな

いから

管理職に適格となる前に辞めてしまったから

管理職になれる女性従業員を採用できないから

管理職にすることを考えて女性従業員を採用していな

いから

管理職育成のための教育をしてこなかったため

家庭責任を多く負っているため管理職のような責任あ

る仕事に就けられないから

管理職は残業が多く、女性従業員を就かせるのは難し

い から

女性従業員が希望しないから

男女問わず従業員が管理職になることはないから

「管理職」といえるポストがないから

わからない

その他

無回答

将来の候補者はいるが、今のところ必要な在職年数等の

条件を満たしていないから

今のところ管理職の候補になり得る女性従業員がいないか

ら

管理職に適格となる前に辞めてしまったから

管理職になれる女性従業員を採用できないから

管理職にすることを考えて女性従業員を採用していないから

管理職育成のための教育をしてこなかったため

女性従業員が希望しないから

男女問わず従業員が管理職になることはないから

「管理職」といえるポストがないから

わからない

その他

無回答

10

-10% 10%

1

令和3年度（N=117）

平成28年度（N=132）

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

132

近いうちになる予定である なんともいえない

今後もなる見込みはない 無回答

1.7 

79.5 18.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

117

N=

資料 ：男 女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書 （令 和 ３年度 ）  

家庭責任を多く負っているため管理職のような責任ある

仕事に就けられないから

管理職は残業が多く、女性従業員を就かせるのは難

しいから

資料 ：男 女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書 （令 和 ３年度 ）  

（複 数回答可 ）  
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図 4-１０  市職員の女性管理職比率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-１１  市農業委員会の女性委員比率の推移  
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基本目標Ⅳ 身近なくらしの場における男女共同参画の推進 

 

●背景  

身近なくらしの場においては、固定的な性別役割分担意識の解消が重要です。

令和３年度の市民意識調査では、家庭での洗濯や掃除、食事の支度 ・片付けなど

を女性が中心に行う割合が高くなっており、家庭や地域における男女共同参画の

意識啓発が必要です。併せて、男女がともに仕事と子育て・介護を両立できる環境

の整備も必要であり、同調査によると、安心して子育てするためには、保育サービス

の充実など、地域での子育て支援の充実を挙げた人が６割を超えています。また、

介護の担い手としては、ホームヘルパーや施設サービスの充実など社会全体で担う

べきと答えた人が６割を超えており、保育環境の整備や介護サービスの充実が求め

られています。  

そして、男女がお互いの身体の特徴を理解し、生涯にわたり心身ともに健康を保

つことは、男女共同参画社会の形成の前提となるものであり、そのためには、正確

な知識と情報を把握するとともに、的確な医療や健康支援を受けられることが大

切です。また、女性はリプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権

利）の視点から、妊娠・出産を自身で決定していくことが重要です。  

さらに、大規模災害の発生は、女性や子どもなど弱い状況にある人がより多くの

影響を受けると言われていることから、男女共同参画の視点から防災対策に取り

組むことが重要です。  

 

●めざす姿  

 多様なニーズに応じた保育サービスや子育て支援サービスの実施と、介護制度や

相談支援体制を提供することで、男性が家事や育児等に参画することを推進し、

男女がともに子育てや介護をしながら、家庭や地域、職場において豊かな生活の実

現をめざします。  

そして、引き続き、年代に応じた健康支援への取組と的確な医療が受けられる体

制づくりをすることで、生涯にわたる健康の保持をめざします。また、特に若い世代

に対しては、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの啓発をすることで、自ら選択し自分

らしく生きられるような社会にしていきます。  

また、災害時における事前の備えや避難所運営には、女性が防災の担い手とし
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て積極的に参画することで、様々なニーズに配慮し、誰もが安心できる防災現場と

します。  
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●施  策●  

 事業名  内容  担当部署  

30 
子育て支援事業の

充実  

地域の子育て家庭を対象に、

育児相談や親子の交流の場の

提供 、交流の促進を図ります。

また、子育てに関する各種情報

の提供を行います。  

子育て推進課  

31 保育サービスの充実 

保育の需要見込みに対応す

るため、施設整備や保育士確保

を進めるとともに延長・休日 ・一

時など保育サービスの充実に努

めます。  

子育て推進課  

32 
放課後児童対策の

充実  

就労などにより、保護者が昼

間家庭にいない小学校に就学し

ている児童に対し、授業終了後

に適切な遊びや生 活の場を提

供し、健全な育成を図ります。  

生涯学習課  

  

⑧  子 育 て支 援 の充 実  

 

 

 

子 育 てと仕 事 が両 立 できるよう、

安 心 して子 育 てができる環 境 の整

備 とサービスの充 実 に努 めるととも

に、また、男 性 の育 児 参 画 を推 進 し

ます。  

●施策の方向●  
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33 
ファミリー・サポート・

センター事業の充実 

子 育 てのお手 伝 いが可 能 な

人を紹介し、相互の信頼と了解

のうえで、一時的に子どもを預

けることができる事業を実施し

ます。  

こども支援課  

34 
子育て支援ショート 

ステイ事 業 の充 実 

保護者の病気 ・出産 ・冠婚葬

祭・出張・家族の病気など介護・

育児不安などにより、家庭で一

時的に子どもの養育が困難にな

った時、児童福祉施設などで子

どもを預けることができる事業

を実施します。  

こども支援課  

35  家庭児童相談の実施 

子 育 てについての悩 みや不

安などの気持ちを受けとめ、必

要に応じて専門機関へつなげま

す。  

こども支援課  

36  
男性の育児参画の

推進  

父親の子育て講座 などを開

催し、家庭における固定的な性

別役割分担意識を見直 しなが

ら、男性の育児参画を推進しま

す。  

こども支援課  

3７  

市職員の家庭にお

ける男女共同参画

の推進  

男性の家庭での育児・介護等

について職員に啓発を行い、ま

た、男性職員向けの家事や育児

講座などを開催し、家庭におけ

る固定的な性別役割分担意識

を見直しながら、職員の家庭に

おける男女共同参画を推進しま

す。  

男女共同参画室  

人事課  
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●施  策●  

 事業名  内容  担当部署  

3８  

リプロダクティブ・

ヘルス／ライツ（性

と生殖に関する  

健康 ・権利 ）を促進

する意識啓発  

性 と生殖 に関する健康 と権

利についての理解の普及に努

めます。  

男女共同参画室  

教育研究支援課  

3９  
男女の生涯にわたる

健康の保持・促進  

乳幼児から高齢者まですべて

の世代に及ぶ切れ目のない健

康づくりを行います。  

健康づくり課  

保険医療助成課  

４０  
感染症流行等にお

ける取組の充実  

広報紙 、ケーブルテレビ、健

康まつりなどを通じて、感染症、

熱 中症 、食 中毒の予防や対処

方法について伝えます。また、感

染症の流行時は県と連携し、発

生 状 況 について情 報 提 供 しま

す。  

健康づくり課  

 

 

 

 

 

⑨  男 女 の生 涯 にわたる

健 康 の支 援  

 

 

妊 娠 や出 産 に関 して 、女 性 が自

由 に選 択 できるよう、正 しい知 識 の

普 及 啓 発 を図 ります 。 また 、すべて

の世 代 の健 康 の保 持 ・促 進 のため、

適 正 な健 康 支 援 を行 います。  

●施策の方向●  
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

４１  
包括的支援事業の

実施  

地域包括支援センター・在宅

介護支援センターなど、関係機

関と連携 し、総 合相談 ・支 援 、

虐待防止・権利擁護などを行い

ます。  

地域包括ケア推進室 

高齢福祉課  

4２  
介 護 保 険 サービス

の利用促進  

 要介護者の家族の介護負担

を軽 減 し、男 女 が生 活 の中 で

介 護 が行 えるよう、社 会 全 体

で支 える仕 組 みとして介 護 保

険制度の理解の普及 、介 護保

険 サービスの利 用 促 進 を図 り

ます。  

介護保険課  

  

⑩  介 護 ・高 齢 者 ・障 がい

者 支 援 の充 実  

 

 

 

生 活 上 の 困 難 を 抱 え る 人 に 対

し、男 女 共 同 参 画 の視 点 を踏 まえ、

本 人 への支 援 及 び家 族 の負 担 軽 減

につながるサービスや環 境 整 備 によ

り 、安 心 して暮 らせるよう支 援 しま

す。  

●施策の方向●  
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4３  
高 齢 福 祉 サービス

の充実  

支援が必要な高齢者やその

家族が、安心して在宅生活を送

れるよう、緊急通報装置事業 、

老 人 日 常 生 活 用 具 給 付 等 事

業 、配食サービス事業 、家族介

護 慰 労 事 業 、紙 おむつ等 給 付

事業などの各種福祉サービスを

提 供 し 、自 立 生 活 を支 援 しま

す。  

高齢福祉課  

4４  
障がい者の自立へ

の支援  

障がい者個々のライフスタイ

ルや環境に応じた日常生活およ

び自立への支援を行います。  

障がい福祉課  
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

4５  
避難所運営委員会

の体制整備  

男 女 のニーズの違 いや男 女

双方の視点に配慮された避難

所の設置と運営に努めます。避

難所運営委員会の構成につい

ては、男女共同参画に配慮した

体 制 が築 けるように自 主 防 災

会などにも呼びかけます。  

防災室  

4６  備蓄品の整備  

備蓄品の見直しについては、

令和４年 ３月に策定しました津

市備蓄計画に基づき、更新及び

整備をしていきます。  

防災室  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪  防 災 対 策 における男

女 共 同 参 画 の推 進  

 

 

 

 男 女 双 方 の視 点 に配 慮 された避

難 所 の設 置 ・運 営 や備 蓄 など、男 女

が共 に支 え合 う防 災 ・減 災 活 動 を進

めていきます。  

●施策の方向●  
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●数値目標●  

数値目標項目  取組内容  
現状値  

R3 

目標値  
R9 

担当部署  

放課後児童クラブ

の受 け入 れ可 能

児童数  

就労などにより、

保護者が昼間家庭

にいない小 学 校 に

就 学 している児 童

に対 し 、授 業 終 了

後 に適 切 な遊 びや

生 活 の 場 を 提 供

し 、健 全 な育 成 を

図ります。  

3,073 人 3,500人 生涯学習課  

家庭児童相談の

受付件数  

家庭児童相談員

が、子育てについて

の悩 みや不 安 など

の気 持 ちを受 けと

め 、 必 要 に応 じて

専 門 機 関 へつなげ

ます  

832 人  950 人  こども支援課  

津市特定健康診

査受診率  

40 歳～74 歳の

国民健康保険加入

者の特定健康診査

受診率の向上に努

めます。  

39.6％  56.0％  保険医療助成課 

女 性 委 員 を含 む

避難所運営委員

会の設置  

災害時の避難所

運 営 について 、 女

性の意見や役割の

重 要 性 に配 慮 した

運営委員会を設置

し 、 体 制 の整 備 に

努めます。  

64.6％  100.0％ 防災室  
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図 4-１２  普段の生活について  
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21.2 
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1.2 

31.3 

5.4 

14.3 

14.0 

12.6 

17.2 

18.2 

37.9 

15.8 

13.5 

25.7 

14.8 

47.9 

26.6 

27.7 

8.7 

29.5 

16.0 

15.7 

18.5 

2.0 

15.7 

8.5 

50.2 

51.1 

15.6 

24.3 

11.7 

30.9 

27.2 

4.5 

49.9 

9.2 

0.6 

0.6 

7.5 

19.2 

21.4 

22.9 

31.3 

2.9 

1.8 

3.1 

4.6 

5.0 

5.2 

7.6 

7.9 

7.6 

6.9 

5.6 

5.4 

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①洗濯、掃除

②食事の支度・片付け

③自治会・町内会などの地域

活動

④育児・子どものしつけ

⑤子どもの教育方針や進路決

定

⑥PTAなど学校行事への参加

⑦家族の介護（要介護者や

病人の世話）

⑧家計を支える（生活費を

得る）

⑨日常の家計の管理

⑩高額な物の購入の決定

N=896

10 10 10 10 10 10 10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活

ほとんど男性がする 男性が中心だが女性もする

男性も女性も同程度する 女性が中心だが男性もする

ほとんど女性がする 該当しない

無回答 1

⑤子どもの教育方針や進路決定

⑥PTAなど学校行事への参加

⑦家族の介護（要介護者や
病人の世話）

①洗濯、掃除

⑧家計を支える（生活費を
得る）

②食事の支度・片付け

⑨日常の家計の管理

③自治会・町内会などの地域
活動

⑩高額な物の購入の決定

④育児・子どものしつけ

資料 ：男 女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書 （令 和 ３年 度 ）  
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図 4-１３  安心して子育てができる社会のために必要なこと  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-１４  介護の担い手について  

 

 

 

 

 

 

0.5 1.3 

30.4 60.5 

5.3 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,011

N=

60.8 

49.2 

60.7 

11.3 

6.6 

22.1 

29.5 

5.0 

27.1 

2.7 

1.2 

4.2 

64.1 

50.7 

54.3 

8.2 

6.3 

14.9 

24.6 

6.1 

27.2 

2.2 

1.2 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育サービスの充実、放課後児童クラブ（学童保育）

など地域での子育て支援の充実

児童手当等の支給、教育費の負担軽減など経済的支援

制度の充実

性別にかかわらず仕事と家庭を両立できる労働環境づ

くり（育児・介護休業制度の整備など）

子どもの遊び場の確保

子育て相談や育児に関する講座の充実

一人親家庭への支援

介護・福祉サービスの充実

命の大切さや子どもと関わる楽しさを知って

もらう講演やセミナーの開催

正規職員への転換など、生活基盤の安定

その他

特に必要なことはない

無回答

性別にかかわらず仕事と家庭を両立できる労働環
境づくり（育児・介護休業制度の整備など）

児童手当等の支給、教育費の負担軽減など経済的
支援制度の充実

保育サービスの充実、放課後児童クラブ（学童保
育）など地域での子育て支援の充実

子どもの遊び場の確保

子育て相談や育児に関する講座の充実

一人親家庭への支援

介護・福祉サービスの充実

命の大切さや子どもと関わる楽しさを知って
もらう講演やセミナーの開催

正規職員への転換など、生活基盤の安定

その他

特に必要なことはない

無回答
10

-10% 10%

1

令和3年度（N=1011）

平成28年度（N=1531）

資料 ：男 女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書 （令 和 ３年 度 ）  

10 10 10 10
10

10 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1011

原則として家族が担うべきであり、主に男性が担うのがよい

原則として家族が担うべきであり、主に女性が担うのがよい

原則として家族が担うべきであり、性別に関わらず、家族が協力して担うのがよい

ホームヘルパーや施設サービスを充実するなど介護は社会全体で担うべきである

わからない、その他

無回答

資料 ：男 女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書 （令 和 ３年 度 ）  

（複 数 回答可 ）  
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基本目標Ⅴ 
男女共同参画を阻害する暴力防止等に対

する環境の整備 

 

●背景 

DV、性暴力、児童虐待などの暴力、セクシュアル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメント等

の各種ハラスメントは重大な人権侵害であり、決して許されるものではありません。特に、ＤＶ

や性暴力については、被害者の多くが女性であり、その背景として、社会的・経済的な男性の

優位性や固定的な性別役割分担意識などが指摘されています。このような被害を根絶するこ

とは、男女共同参画社会を実現する上で重要な課題です。 

令和３年度の市民意識調査では、ＤＶ被害を受けた際に「どこにも相談しなかった」の割

合が 48.3％となっており、前回の市民意識調査と比較すると 9.5 ポイント低くなっていま

す。また、その理由は「相談するほどのことではないと思ったから」の割合が 49.1％と最も

高い数値になっており、被害者は自身の被害を過小評価する傾向が見られます。また、ハラ

スメント被害を受けた際も同様の傾向が見られます。 

 

●めざす姿 

津市では、被害者への支援として、被害を受けやすい女性や子どもを対象とした相談事

業を実施してきましたが、個々の被害を潜在化させないため、被害者が安心して相談できる

体制の充実や、ケースごとに適切な対応ができる体制づくりをめざします。 

また、ＤＶやあらゆるハラスメントに対する正しい理解について周知をすることで、新たな

加害者や被害者を生まないため、ＤＶなどのあらゆる暴力を許さないという社会を実現しま

す。 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

4７ 
ＤＶ防止に関する啓発

の実施 

各種イベントや講座などを通じて、Ｄ

Ｖ防止に向けた啓発に努めます。 
男女共同参画室 

4８ 
ＤＶ防止のための活動

と被害者などの支援 

周囲の人が早期発見できるよう、教

育機関、保育所および福祉関係窓口、

医療機関などとの協力体制づくりに努

めるとともに、庁内の関係部署や県女

性相談所、警察などの関係機関との連

携により、ＤＶ被害者および同伴児童

などの緊急時における安全確保および

一時保護を行います。また、被害者の

自立に向けて、各種制度の利用方法な

どの情報提供、助言その他の援助を行

います。 

こども支援課 

4９ 
児童虐待防止および

要保護児童への支援 

ＤＶや児童虐待に関する相談および

要保護児童への支援を児童相談所など

の関係機関と連携し、適切なタイミング

で適切な支援ができるように努めま

す。 

こども支援課 

⑫ DV 防止に向けた啓発、

相 談 、支 援 体 制 の整 備

と充実  

 

 

 

各種イベントや講座などを通じて、ＤＶ

防止に向けた啓発と、ＤＶや児童虐待の

被害者支援として、相談や支援体制の

充実を図ります。また、関係機関との連

携強化に努めます。 

●施策の方向● 
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５０ 

津市児童虐待防止等

ネットワーク会議（要

保護児童対策地域協

議会）の推進 

津市児童虐待防止等ネットワーク会

議の円滑な運営を行います。関係機関

とのネットワークづくりを進め、ＤＶや

児童虐待の対応から、予防への重層的

な支援ができるよう仕組みづくりを進

めます。 

こども支援課 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

５１ 

職場などにおけるあ

らゆるハラスメントに

対する防止対策の実

施 

職場などにおけるあらゆるハラス

メントの防止に関するチラシの配付や

ポスターの掲示などによる啓発を行

います。また、トラブルの解決を援助

する相談機関を紹介します。 

人権課 

男女共同参画室 

商業振興労政課 

5２ 

市職員におけるあら

ゆるハラスメントの問

題に対する周知徹底

および相談の実施 

市職員におけるあらゆるハラスメ

ントの問題に対して、その防止のため

に各所属に対しての周知・徹底を行う

とともに、引き続き相談窓口を設け

相談などに適切に対処します。 

人事課 

5３ 

教職員などにおける

あらゆるハラスメント

に対する防止対策の

実施 

教職員などにおけるあらゆるハラ

スメントの防止に関して、管理職の研

修において啓発したり、職場における

意識の改革を図るセミナーへの参画

を促します。また、啓発リーフレットの

配布などを通じ、セクシュアル・ハラ

スメント防止の周知・徹底を図りま

す。 

学校教育課 

 

⑬ あらゆるハラスメント防

止 に向 けた啓 発 、相 談 、

支援体制の整備と充実  

 

 

 

ポスター掲示や企業訪問などを通じ

て、ハラスメントを防止するための啓発

を実施します。また、ハラスメントの被害

者支援として、被害者が安心して相談

できる体制の充実を図ります。 

●施策の方向● 
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●施 策● 

事業名 内容 担当部署 

5４ 
女性のための相談 

事業の充実 

女性の身の回りのさまざまな問題に対

し、相談員が電話・面接により相談を受

け、適切に対応します。また、相談窓口に

ついて、広報紙やインターネットなどを活

用し、広く市民への周知を図るとともに、

各種研修などを通じて相談員の資質向

上に努めます。 

こども支援課 

5５ 相談事業の充実 

身の回りのさまざまな問題に対して、

相談事業を実施し、弁護士による面談、専

門カウンセラーによる電話・面談での相談

を受け、適切な対応をします。 

男女共同参画室 

5６ 
メンタルヘルス事業

の推進 

勤労者のメンタルヘルスに係る問題な

どが増加する中、対策が不十分な中小企

業や事業所の相談室には行きづらいなど

の声に対応できるよう、専門のカウンセラ

ーによる相談事業を開催します。 

商業振興労政課 

5７ 
青少年相談活動の

充実 

非行その他の問題行動に悩む保護者や

悩みを抱える青少年に対し、津市青少年

センターや学校、適応指導教室などにお

いて相談を行うとともに、関係機関と連

携し適切な援助を行います。 

生涯学習課 

⑭ 生 活 上 の 困 難 を 抱 え る

人 への相 談 ・支 援 体 制 の

整備と充実  

 

 

 

さまざまな理由によって、生活上の困

難を抱える人に対し、適切に対応できる

相談体制の整備とともに、個々のライフ

スタイルや環境に応じた日常生活および

自立への支援を行います。 

●施策の方向● 
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●数値目標● 

数値目標項目 取組内容 
現状値 

R3 
目標値 

R9 
担当部署 

ＤＶ被害者で相談

した人の比率 

（相談／被害者） 

各種相談機関の機

能や利用方法につい

て、広報紙・インターネ

ットなどを活用し、広

く市民への周知に努

めます。 

４０．７％ 60.0％ 男女共同参画室 
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図 4-１５ ＤＶの相談状況について  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-１６ セクシュアル・ハラスメントの相談状況について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.7 

12.6 

16.7 

0.0 

1.0 

1.5 

0.5 

1.0 

0.0 

0.0 

40.9 

25.3 

24.6 

12.3 

14.2 

0.4 

0.4 

0.0 

0.2 

0.0 

0.6 

55.9 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友人、知人に相談した

家族や親戚に相談した

職場の同僚や上司に相談した

職場の相談窓口に相談した

警察、弁護士、家庭裁判所に相談した

医師に相談した

人権擁護委員に相談した

公的な相談機関に相談した

民間の相談機関に相談した

その他に相談した

どこにも誰にも相談しなかった

無回答

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書（令和３年度）  

0.0 1.0 1.5 0.5 1.0 0.0 0.0 

-10% 10%

友人、知人に…

人権擁護委員…

令和3年度（N=198）

平成28年度（N=544）

22.0 

28.0 

2.5 

2.5 

4.2 

0.8 

1.7 

1.7 

1.7 

48.3 

11.0 

24.0 

17.8 

4.7 

1.9 

1.4 

0.8 

1.6 

0.6 

0.4 

57.8 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友人、知人に相談した

家族や親戚に相談した

職場の同僚や上司に相談した

警察、弁護士、家庭裁判所に相談した

医師に相談した

人権擁護委員に相談した

民間の相談機関に相談した

その他に相談した

どこにも誰にも相談しなかった

無回答

公的な相談機関(女性相談所、三重県男女共同参画

センター、よりこ、市の相談窓口など)に相談した

2.5 2.5 4.2 0.8 1.7 1.7 1.7 

-10% 10%

友人、知人に…
人権擁護委員…

令和 3年度（N=118）

平成28年度（N=516）

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書（令和３年度）  

（複数回答可） 

（複数回答可） 
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図 4-１７ DV 被害をどこにも誰にも相談しなかった理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.1 

36.8 

28.1 

31.6 

15.8 

12.3 

3.5 

7.0 

8.8 

1.8 

0.0 

15.8 

22.8 

70.8 

24.8 

29.2 

14.1 

10.7 

3.4 

5.0 

6.7 

5.7 

1.0 

3.4 

4.7 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談するほどのことではないと思ったから

自分さえ我慢すれば何とかこのままやって

いけると思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談しても無駄だと思ったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談したことがわかると、よけい不当な扱いをさ

れると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

世間体が悪いから

どこに（誰に）相談したらよいのか、わからな

かったから

相談担当者の言動により、不快な思いをすると

思ったから

愛情表現だと思ったから

その他

無回答

相談するほどのことではないと思ったから

自分さえ我慢すれば何とかこのままやって
いけると思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談しても無駄だと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談したことがわかると、よけい不当な扱いを
されると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

世間体が悪いから

どこに（誰に）相談したらよいのか、わからな
かったから

相談担当者の言動により、不快な思いをすると
思ったから

愛情表現だと思ったから

無回答

その他

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書（令和３年度） 

3.5 7.0 8.8 1.8 0.0 

-10% 10%

1
5
9
13

令和3年度（N=57）

平成28年度（N=293）

（複数回答可） 
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図 4-1８セクシュアル・ハラスメントの被害をどこにも誰にも相談しなかった理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72.8 

6.2 

28.4 

4.9 

8.6 

6.2 

0.0 

9.9 

0.0 

77.0 

3.6 

25.0 

5.3 

4.9 

4.6 

3.3 

5.6 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談するほどのことではないと思ったから

自分にも悪いところがあると思っから

相談しても無駄だと思ったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談したことがわかると、よけい

不当な扱いをされると思ったから

どこに（誰に）相談したらよいのか、

わからなかったから

相談担当者の言動により、

不快な思いをすると思ったから

その他

無回答

10

-10% 10%

1

令和 3年度（N=81）

平成28年度（N=298）

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書（令和３年度）  

（複数回答可） 
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基本目標Ⅵ 誰もが安心して暮らせる男女共同参画社会づくり  

 

●背景  

男女共同参画社会の実現を阻害する大きな要因の一つとして、人々に根付いている

固定的な性別役割分担意識や男女の能力・適性に関する偏見・固定観念などが挙げら

れます。本市では、男女共同参画フォーラムをはじめとした定期的な意識啓発を行い、

「男女共同参画」「LGBT」「ワーク・ライフ・バランス」の言葉は、広く認知されてきました

が、一方、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」などの言葉の認知度は低く、男女共同参画

に関する事項について、市民に対して、わかりやすく啓発や情報提供を行っていくことが

求められています。 

 

●めざす姿  

男女共同社会の実現に対して、市民一人ひとりの意識の変容がみられる中でも、社会

制度や慣行が見直されるまでには及んでいないことがうかがえます。  

このため、身近でわかりやすく、男女共同参画の意義や必要性について理解を促すイ

ベント等の実施や広報紙等による情報提供など、知識習得や意識啓発の取組により、市

民の幅広い年齢層に、いわば市全体に男女共同参画の意識が根付いた社会にしていき

ます。 

また、性自認や性的指向など性に関する固定観念や偏見により困難な状況に置かれ

ている性的マイノリティの人については、ありのままの自分らしく生きられるよう、啓発を

図り、関係機関等との連携により困難の解消や理解をめざします。 

イベント実施等の啓発にあっては、男女間での認識の違いや、世代間の意識の違いに

も留意した事業展開をめざします。 
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

5８ 
男女共同参画フォー 

ラムの開催  

公募市民で構成される実行委

員会と行政との協働で開催する

フォーラムを通じて、家庭や地域、

事業所などにおいて男女共同参

画を推進できる取組や情報など

を紹介し、市民の男女共同参画

意識の高揚を図ります。 

男女共同参画室  

5９ 

講演会などを通じた

男女共同参画意識の

啓発 

市民を対象とした講演会やセミ

ナー・講座などを通じて、市民の男

女共同参画意識の高揚を図りま

す。 

男女共同参画室  

６０ 情報紙「つばさ」の発行 

公募による編集スタッフにより、

家庭や地域、事業所などにおいて

男女共同参画を推進できる取組や

情報などを紹介し、市民の男女共

同参画意識の高揚を図ります。 

男女共同参画室  

  

⑮  男 女 共 同 参 画 に関 す

る意識の普及  

 

 

 

広 報 紙 ・刊 行 物 ・ホームページなど

を通して、男女共同参画に対する正し

い理解を促進するとともに、男女共同

参 画 に関 する学 習 ・活 動 への支 援 の

ため、情報提供と活動の機会づくりに

努めます。  

●施策の方向●  
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6１ 

市の作成する広報

紙・刊行物の表現に

対する配慮の徹底  

各課（室）において広報紙・刊行

物を作成する上で、男女共同参画

推進条例および人権が尊重される

津市を作る条例の理念を踏まえ、

市職員一人ひとりが差別的及び暴

力的行為を容認したり、助長したり

する表現にならないよう、自己チェ

ックに努め、市民の男女共同参画

に対する正しい理解を促進します。 

全庁  

広報課  

6２ 
広報紙・ホームペー

ジによる情報提供  

広報紙・ホームページを活用し、

男女共同参画に関する事業を紹介

し、意識の高揚を図ります。 

男女共同参画室  

6３ 

男女共同参画週間

および津市男女共同

参画都市宣言・津市

男女共同参画推進

条例の啓発  

男女共同参画社会の実現に向

け、男女共同参画週間および男女

共同参画都市宣言・男女共同参画

推進条例について、懸垂幕や図書

特設コーナーなどを通じて周知・啓

発を行います。 

男女共同参画室  

久居総合支所生活課 

各総合支所地域振興課 

図書館  
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

6４ 
ダイバーシティ社会

の啓発  

外国人住民向け相談窓口や各

地域での日本語教室の整備 ・拡

充 、また市内各国際交流団体と

の連携により多文化共生社会の

促進を図ります。 

市民交流課   

6５ 
多様な性に関する啓

発  

多様な性的指向・性自認に関す

る理解を広げるため、各種イベント

や広報による啓発に努めます。 

人権課  

男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯  女 性 の活 躍 をはじめ

とするダイバーシティ

の推進  

 

 

 

 性別や年齢 、人 種 、国 籍 、障 がいの

有無等にかかわらず、すべての人が互

いに様々な違いを認め合い、尊重 し、

思いやりを持って協力し合うことで多

様 な人 材 が活 躍 し、共 存 できる社会

の実 現 に向け、幅広い年代への理解浸

透に努めます。 

●施策の方向●  
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●施  策●  

事業名  内容  担当部署  

6６ 
三重県男女共同参画

センターなどの活用  

男女共同参画に関する各種講

座への参加促進および施設の活

用を図ります。 

男女共同参画室  

6７ 

関係機関 ・事業所 ・

各種団体との連携に

よる啓発の推進  

三重労働局など関係機関および

各種団体と連携し、男女共同参画

に関連した情報交換や、事業所な

どにおけるチラシ・ポスターなどの

掲示による男女共同参画に関する

啓発を行います。 

男女共同参画室  

商業振興労政課  

6８ 
男女共同参画推進

団 体 などへの支 援 

男女共同参画を推進している各

種団体を支援するとともに、地域

における男女共同参画の促進を図

ります。 

男女共同参画室  

 

 

 

 

 

⑰  男 女 共 同 参 画 推 進 の

ための連携体制づくり  

 

 

 

男女共同参画に関する各種講座へ

の参加を促進するとともに、男女共同

参 画 を推 進 する団 体 と連 携 した啓

発 、地 域 における男 女 共 同 参 画 の促

進を図ります。  

●施策の方向●  
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●数値目標●  

数値目標項目  取組内容  
現状値  

R3 
目標値  

R9 
担当部署  

男女共同参画フォ

ーラム参加人数  

実 行 委 員 会 （公

募市民）と行政との

協 働 で開 催 するフ

ォーラムを通じて、

市民の男女共同参

画意識の高揚を図

ります。  

280 人 
700 人

（毎年） 
男女共同参画室  

津市男女共同参

画条例の認知度  

津市男女共同参

画 都 市 宣 言 ・津 市

男女共同参画推進

条例について、図書

特設コーナーなどを

通じて周知・啓発を

行います。 

31.9％ 50.0％ 男女共同参画室  
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図４－１９  男女共同参画に関係する次の言葉を知っていますか  

【令和３年度調査】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.7 31.4 11.3 

16.1 
1.5 

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①男女共同参画社会

知っている 聞いたことがある 知らない

今回の調査で知った 無回答 1

46.3 

11.8 

7.7 

13.6 

18.3 

3.5 

2.9 

5.5 

34.1 

55.4 

31.9 

19.1 

24.2 

17.8 

32.7 

5.9 

7.9 

13.9 

22.0 

17.9 

10.3 

40.4 

38.6 

40.2 

28.0 

52.4 

52.5 

47.3 

24.9 

17.0 

10.9 

27.1 

28.2 

27.0 

19.7 

36.7 

35.6 

31.8 

17.1 

8.2 

0.6 

1.7 

1.3 

1.5 

1.3 

1.5 

1.1 

1.5 

1.9 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①男女共同参画社会

②ジェンダーギャップ指数

③津市男女共同参画推進条例（平

成19年３月制定）

④固定的性別役割分担

⑤女性活躍推進法

⑥リプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツ

⑦家族経営協定

⑧ポジティブ・アクション（積極

的改善措置）

⑨ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）

⑩ＬＧＢＴ

N=1011

①男女共同参画社会

②ジェンダーギャップ指数

③津市男女共同参画推進条例
（平成19年３月制定）

④固定的性別役割分担

⑤女性活躍推進法

⑥リプロダクティブ・ヘルス
／ライツ

⑦家族経営協定

⑧ポジティブ・アクション
（積極的改善措置）

⑨ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）

⑩ＬＧＢＴ

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査  調査結果報告書（令和３年度）  
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図４－２０ 男女共同参画に関係する次の言葉を知っていますか 

【参考 平成２８年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２１ 男女共同参画に関する用語の周知度（見たり聞いたりしたことがあるもの） 

【参考 令和元年度 内閣府調査】 

39.7 

9.1 

13.3 

62.8 

18.7 

56.6 

79.5 

72.1 

23.0 

3.3 

7.3 

26.1 

27.8 

31.4 

19.8 

14.7 

21.7 

29.8 

29.7 

12.8 

15.6 

16.7 

9.1 

14.3 

19.9 

21.6 

11.3 

35.9 

38.1 

7.1 

26.6 

7.1 

3.9 

6.3 

29.5 

46.0 

41.0 

27.2 

28.2 

16.1 

33.2 

31.1 

6.3 

22.0 

4.9 

1.9 

3.5 

28.3 

38.4 

34.9 

24.4 

19.8 

1.5 

2.0 

2.8 

2.1 

2.9 

1.7 

1.9 

2.5 

2.5 

3.1 

2.6 

2.5 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①男女共同参画社会

②津市男女共同参画推進条例

（平成19年３月制定）

③固定的性別役割分担

④男女雇用機会均等法（※1）

⑤女性活躍推進法（※2）

⑥配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律…

⑦セクシュアル・ハラスメント

⑧マタニティ・ハラスメント

⑨パタニティ・ハラスメント

⑩家族経営協定

⑪ポジティブ・アクション（積

極的改善措置）

⑫ワーク・ライフ・バランス

（仕事と生活の調和）

⑬ＬＧＢＴ

N=1531

①男女共同参画社会

②津市男女共同参画推進条例
（平成19年３月制定）

③固定的性別役割分担

④男女雇用機会均等法（※1）

⑤女性活躍推進法（※2）

⑥配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護等に関する
法律（ＤＶ防止法）

⑦セクシュアル・ハラスメント

⑧マタニティ・ハラスメント

⑨パタニティ・ハラスメント

⑩家族経営協定

⑪ポジティブ・アクション
（積極的改善措置）

⑫ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）

⑬ＬＧＢＴ

39.7 31.4 11.3 

16.1 
1.5 

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①男女共同参画社会

知っている 聞いたことがある 知らない

今回の調査で知った 無回答 1

81.5 

79.3 

64.3 

55.8 

43.1 

38.6 

34.7 

18.3 

4.4 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者などからの暴力（ＤＶ）

男女雇用機会均等法

男女共同参画社会

ジェンダー（社会的・文化的に形成された性別）

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

女性活躍推進法

女子差別撤廃条約

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）

見たり聞いたりしたものはない

わからない

N=2645

資料：男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）（令和元年度） 

資料：男女共同参画に関する市民意識調査及び事業所調査 調査結果報告書（平成２８年度） 

（複数回答可） 
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第５章                

計画の進め方 
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1 男女共同参画を推進する体制 

 

⑴ 推進体制 

津市男女共同参画推進条例第５条において、男女共同参画を推進するために、本市、住民

等及び事業者の役割を掲げています。本計画に基づく施策を効果的に推進するには、市と

ともに、住民等、事業所・各種団体などが連携し、それぞれの責務を果たすことが求められ

ており、そのため推進体制の整備を図ります。 

また、本計画に基づく施策は、市政のあらゆる分野に関連しているため、本市においては、

庁内および関係機関との連携を強化し、効果的な施策の推進に努めます。また、引き続き

「津市男女共同参画審議会」、「津市男女共同参画推進会議」を以下のとおり設置し、双方と

情報交換を積極的に行いながら施策を推進します。 

 

  ① 津市男女共同参画審議会 

津市男女共同参画推進条例第１４条に基づき設置される審議会で、学識経験者、国や県

の関係機関の職員及び公募による市民などで構成されています。審議会は、男女共同参画

基本計画の策定、施策の進捗状況等を審議し、意見を述べ、評価を行います。 

 

② 津市男女共同参画推進会議 

津市男女共同参画推進条例第１３条に基づき設置される庁内組織で、副市長を会長とし、

関係する部長級職員、課長級職員等で構成されており、男女共同参画の推進に関する計画

の策定や施策の推進に関することなどを行います。本計画に関する施策は、本市のあらゆる

分野に関連していることから、各部局が連携し、より充実した推進体制で進めます。 
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図 5-1 推進イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 計画の進行管理 

 

計画に基づく各施策は、毎年度、各担当課が進捗状況や課題等を確認・検証します。また、津

市男女共同参画審議会で各施策の進捗状況について評価を受け、関係課へのフォローアップ

とともに市民に公表することにより、必要に応じて事業の改善を図り、次年度の取組へ反映さ

せることで、実行性のある施策を推進します。 

 

市 

関係機関 

連携 

津市男女共同 

参画審議会 

第 4次 

津市男女共同参画基本計画 

津市男女共同参画 

推進会議 

 

 

庁内関係課 

住 民 等 

事 業 所 

各種団体 

連携 

連携 

報告 

評価 
部会 

 

男女共同参画室 

幹事会（関係課長） 
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